（草稿）※回覧しないで！

	平成29年9月29日(金)
第2回　大阪府流域下水道事業経営戦略審議会
	参考
資料


第2回大阪府流域下水道事業経営戦略審議会　議事要旨

日時　：平成29年9月29日（金）　14時30分～16時30分

場所　：大阪赤十字会館4階　４０１会議室
出席者：佐藤会長、貫上委員、武田委員、深澤委員、向井委員　計5名

■主な議題
　Ⅰ．大阪府流域下水道事業経営戦略について　
　Ⅱ．今後のスケジュールについて   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■概要：〔以下、〇委員　　●事務局〕
· Ⅰ．についての概要
○　44ページから45ページについては、参考資料扱いであるが、表だけではなく、説明文を追記するとともに、内容によっては、本編にも明記すべき。また、本編と参考資料の関係がわかるように、参照ページを明示すべき。
○　45ページや46ページのグラフや図表は、強調したい内容をはっきりと表現すべき（電力使用料4億円削減や人員90人22％削減など）。
○　46ページの下水道従事職員数の推移（グラフ）は職員を減らしていることを示しているが、下水道室長のもとで市町村との調整や公営企業運営という事業ではない部分も重要になる。事業課と経営企画課の専門性を維持するための職員の育て方などを、どのように考えていくのか。
○　事業と経営をいかに両輪で回していくのかについて長い目で検討が必要。

○　46ページの下水道従事職員数の推移（グラフ）について、建設が終われば維持管理の範囲が増えるにも関わらず減っており、何らかの取組みをしているはず。それを表現すれば分かりやすい。
●　平成20年度の一元化以降の維持管理人員については、例えば、総務関係の職員では、センターごとに配置していた職員を下水道事務所に集約化したり、維持操作に関する業務の民間へのアウトソーシングを拡大するなどして人員を削減してきている。
○　取組みとして、実施してきた内容については、経営戦略に記載する方向で検討すること。また、検討段階で断念した取組みなど最終的に成果を得られなかった取組みについて、整理しておくこと
○　20ページの広域化及び共同化について、これらを進めることで、どのような取組み効果があると期待しているか。
●　大阪府の流域下水道処理場間の連携や市の単独公共下水道処理場の取り込みなどを想定しているが、現時点では、広域化、共同化の取組みが具体化していないので、効果を数値化することは困難。
○　今後、水量が伸びる予測で試算されており、その根拠は関連市町村からのデータの積み上げということだが、この先、人口減少、節水など水量が減ってくることを前提に検討すべきではないか。
●　流域下水道は普及率94％であり、残り6％汚水が増えるということになる。しかしながら、人口減少や節水が進めば、水量も減る。施設建設にあたっては、それも考慮し、更新時期を迎えても更新しないこともある。また、例えば単独公共下水道の区域を取り込むことによって、現在より水量が増える場合もある。
○　35ページや46ページで資本費に対する大阪府の経費負担の考え方について、説明があったが、補足説明を。
●　平成20年度までは、全額、大阪府が資本費を負担してきた。現時点では、平成20年度以降の建設改良費にあてた企業債の元利償還額の内、改築更新事業分の18％を市町村が負担している。平成28年度の企業債残高1,901億円のうち大阪府負担1,811億円、市町村負担90億円となっている。また、平成28年度の元利償還額は大阪府289億円、市町村0.7億円となっている。今回の経営戦略では、総務省から示されている公費負担の割合（7割）で、減価償却費＋企業債利息を算出基礎額として、投資財政計画を立案している。
○　大阪府負担が公費負担割合の7割、残り3割の部分は使用料対象資本費という説明の主旨は、大阪府には使用料がないので、この3割の部分を市町村が負担する部分という説明。7割は大阪府の他会計補助金として負担を続けられるが、残り3割を今まで同様に大阪府が支出できないのは府の財政が厳しいということか。
●　地方公営企業法を適用し、公費・私費に仕訳した場合、私費相当分を税で賄うことが適切かどうかという観点で判断している。
○　経営戦略（案）では大阪府として7割を負担する投資財政計画を立案しているが、法適用と同時に負担割合を見直さなかったのはなぜか。
●　市町村からの負担金の原資は使用料になるので、急激に変更すると、市町村の財政的負担も急激に増えるため、今後、市町村と議論しながら進めていくべきと考えている。そのため、今回の地方公営企業法適用時は、旧来の負担ルールで会計をスタートするという考え方。
○　この方針が認められた場合、何年後の負担見直しを目途に市町村と調整すると考えているか。
●　市町村と協議しながら、制度設計する必要があるため、少なくとも3年から5年ぐらいの期間が必要と考えている。
●　地方公営企業法の適用については、総務省からの要請で全国的に進んでいる。その中で、大阪府が都道府県の中では先行的に地方公営企業法を適用する。先例の都県を見ると必ずしも、市町村と公費・私費の仕訳をしているわけではない。大阪府として、先行実施するにあたって、事業収入で支出を賄うという公営企業の基本原則によれば、今まで通り資本費に公費を出し続けることでは、企業会計が成立しない。適正な受益者負担の観点から、総務省の考え方を引用し、公費の7割を大阪府が負担することを議論のスタートとしている。平成32年度までに府内の各自治体も法適化が進むので、公共下水道の経営状況も見ながら検討、シミュレーションが必要と考えている。
○　前回も発言したが、昨年度と今年度の各5月の財務省の財政制度等審議会の財政制度分科会で更新投資については、さらなる受益者負担を求めるべきとなっている。今回の公費7：私費3は、その範囲内と考えているか。

●　今回の提示は、大阪府が負担する最大だと考えている。財務省の審議会での議論はもっと受益者負担を求めるべきということだと思うが、まずはこれがスタートラインと考えている。
○　35ページ、今後の資本費負担の方向性、3つ目の段落で、「現行の資本費負担のルールでは、純損失を補填するための収益を得ることが不可能であるため」、とあるが、純損失を補填するための収益というのは、資本費負担ではなく経費負担のルールではないか。経費負担のルールであれば、前のページの経費負担の適正化で維持管理に関する経費を市町村がどれだけ負担するかが大きな問題と認識しているが、いかがか。
●　3条予算の維持管理費にかかる実費は、すでに大阪府と市町村のルールに基づきそれぞれ負担している。不足している減価償却費の部分は、損益勘定留保資金として4条予算の資本費にあたるということで、結果的に純損失分が補填されたら、資本費にまわるということで記載している。
○　今までは特別会計であり、減価償却費を維持管理費の対象経費としていなかったが、公営企業化した場合は、対象になる。当然、維持管理費が膨れるが、減価償却費という経費を市町村に負担してもらうことが、結果的に資本費負担の見直しに繋がるということか。
●　そのとおり。

○　そうであれば、公営企業会計化に伴って減価償却が顕示化するということを明確にすべき。それを補填するためには、資本費を分担すべきとすれば、わかりやすい。
●　経費増の根拠が減価償却であるということを追記し、分かりやすく表現する。

○　減価償却費と企業債利息の合計を資本費として大阪府が7割を負担、残りは市町村に負担してもらう方向で経営戦略を進めるという理解で良いか。
●　今回の経営戦略（案）は、大阪府が負担する範囲を7割として、収益的収入に計上しているが、平成30年度からすぐにルールが変わるわけではない。そのため、キャッシュの不足分は出資金として、資本的収入に計上し、キャッシュショートが発生しないようにしている。
○　29ページ、収益的収入の市町村負担金は減価償却費を入れずに計算している。そのため、収益的収支の欠損部分である純損失分を解消するためには、維持管理経費として減価償却費を含める必要があるということだと思うが、具体的に記載があるか。35ページの、今後の資本費負担の方向性で、「収益的収支では、減価償却費という経費支出に見合う収益が不足しており」とある。だから純損失が発生する、だからこの負担も含め、「新たな資本費負担のルールを構築する必要がある」という理解でいいか。

●　35ページの資本費に関する負担のあり方は、投資財政計画の収益的収支に相当する資本費として、減価償却費がそれにあたるという意味。この資本費に関する負担のあり方として、公費7割ということ。7割相当分を収益的収支に他会計補助金として計上し、３割は補填していない。そのため純損失が発生している。その3割の部分は、本来受益者が負担するものという考え方で計上し、負担のあり方については、これから市町村と、協議し、新たな負担ルールを構築していくということ。
○　46ページ、減価償却費（資本費）を経費に計上した場合に不足の見込まれる財源負担の一例が示され、一般的な家庭で年間1,080円となっている。大阪府全体を平均して従量制で考えるとこうなるということだが、実際に市町村と協議するにあたっては、市町村の経営状況など様々なので、調整は丁寧に慎重に進めていただきたい。ただ、純損失が続くということも問題があることを認識しておく必要がある。
○　31ページ、「仮に、平成30年度以降の建設改良費が概ね150億円/年で推移した場合、下図に示すとおり」とあるが、加えて、「平成47年度から設備改築予算を毎年10億円ずつ減額した場合」、とあり、150億円から徐々に減額されると見える。

○　32ページ、②の資本的収支における収入不足への対応で、「大阪府への交付金額が大幅に増加するのは難しい状況となっている」とあり、31ページでは、「一方、平成20年度以降の国交付金の交付決定額は、近年減少傾向にある」となっているが、収支の計画では10％ずつ増える計画となっている。どのような考え方か。
●　31ページのグラフは、概ね150億円/年の予算で想定しているが、今後、土木・建築が入ってくるので、その分、設備の改築更新にかかる費用を10億円ずつ減額しているということ。全体額150億が続くという、シミュレーションのグラフであり、表現を修正する。
●　国交付金については、厳しい状況で、急激な増加は難しいが、10％程度の予算増は、十分見込めると考えている。

○　書き方の統一性を意識し、文章の再確認を。
○　32ページ、収益的収支における収入不足への対応で、収支ギャップを埋めるのに収入が不足しているということだが、経営という観点では、支出を抑えた上で不足分を確保するということでないと、不足するから収入を増やす必要があると見える。支出を抑えるところは、実行していると思うので、表現の工夫を。
○　収支を改善しないと何故困るのか。それが分からないと値上げも認めてもらえない。具体的な記載が31ページの、起債についての制約がかかるということ。借金ができなくなれば、下水道サービスが維持できなくなるということが大きい。そのような制約がかかるということを33ページの投資財政計画の見直しについてというところに記載するべき。困るところが分かりにくくなっている。それを明確にし、何故収支ギャップの解消が必要かをいうべき。
○　3ページの、「はじめに」という文章の位置付けがあいまい。ここを読めば、問題や主張の内容がわかるようにしてはどうか。
○　通常、「はじめに」は、全て出来上がってから仕上げるものであるが、ここだけを見て本編に進むのを止めようとならないように、伝えたいことが明確になるような記述を検討すること。
○　本日、事務局から説明のあった修正点に関しては、妥当と考える。

○　論点のうち、「これまでのコスト縮減の取り組み」、「今後のコスト縮減の取り組み目標を数値で」という２点に関しては、概ね妥当と考える。
○　「資本費に対する大阪府の経費負担のあり方」は、大阪府が公費で負担する範囲として７割が示され、「経営戦略の投資財政計画」も、その考え方で計上されていることについて妥当と考える。

○　今回の経営戦略（案）については、大きな修正点は無く概ね妥当と考えるが、一部、表現方法を修正すること。

○　修正内容については、個別に委員に報告すること。

· Ⅱ．についての概要

（事務局より以下を説明）

●　本日の意見に対して、修正のうえ、各委員に説明を行う。
●　修正案で府民意見を募集予定（12月～1月）。その結果を反映した案を、第3回審議会（2月中頃～下旬）で提示。了承後に答申、策定の予定。
●　この間、市町村との協議の場である流域下水道協議会、大阪府議会（９月議会、2月議会）があり、最終的には年度末に策定をめざす。
○　流域下水道協議会という市町村との協議や、大阪府議会の予定が提示された。また、府民意見募集により府民との調整になるとのこと。

○　流域下水道は、今後の経営に向けて新たな局面に移っていく。持続可能な下水道運営のため、慎重に誠実に、上手に情報発信して進めてもらいたい。

○　市町村も微妙な立場にある。ここが踏ん張りどころであり、是非頑張っていただきたい。
○　大阪府下水道室もそれぞれの業務に新規事項が増えていると思うが、事業課と経営企画課が一丸となり、ますますご活躍をいただけることを期待して、本日の審議会を終了する。
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